
演題名 福祉用具とニーズ

石濱 裕規

内容
【１．在宅における福祉用具ニーズ】

　　―ベッド上におけるニーズの実現と活動性向上を図るための在宅支援サービスに関する研究―

―(平成18年度フランスベッド・メディカルホームケア財団助成研究）よりー

　目的：訪問看護・リハ従事者が起居動作困難な利用者ニーズを理解・支援すること。

　方法：八王子市内利用者302名中起居困難な70名のニーズを予測（職員）し、ニーズ

調査実施（利用者）。⇒支援・介入（福祉用具適合・起居練習・除圧指導・勉強会等）

　結果：介入群（３４名）群は、未介入群（10名）に比べ、左右寝返り・起き上がり動作能

力（COVS改）・FIMで有意な改善あり（介護度平均両群共4.4）。特に、福祉用具適合支

援を行った12名中6名で改善。在宅での福祉用具適合は重度者のＡＤＬ向上に寄与。

【２．介護保険施設における福祉用具ニーズ】
ー「認知症をもった要介護高齢者の介護状況並びに福祉用具に関する調査研究」―

―（厚生労働省　平成２０年度老人保健健康増進等補助事業）よりー

　事業概要：都内介護保険施設・病床を利用されている認知症をもった要介護高齢者

の家族・職員を対象とし、介護状況・福祉用具利用状況を調査した。

　方法：介護療養、老健、特養利用者を対象とし、現状の介護認定調査と福祉用具利

用状況調査を実施（職員に依頼実施）、家族・施設責任者調査を併用実施。

　結果：職員調査：2733件回収（脳血管疾患39％、認知症32％、平均年齢83.5歳、要介

護５約半数）。分析対象2583名。家族調査は1347名（介護療養のみ実施）。

「抑制帯・四方を柵で囲む」等の行動制限につながる福祉用具利用要因として、認知

症の問題行動関連項目と転倒等の危険度が選択された（ロジスティック回帰分析）。

抑制帯利用率は、普通型車いす利用群で高く、同群内では座位能力が低い（不適合

性が高い）ほうがその傾向は有意に強かった（福祉用具不適合は身体拘束の一因）。

介護保険施設内での福祉用具貸与を希望する家族は約２／３にのぼった。

講師御所属 永生会・地域リハ支援センター

演題名 車いすの適合支援 ～病院・老健・在宅～

岩谷 清一

内容
【１．シーティング・クリニックの目的】

 病院にある車いすが｢椅子｣としての機能を持ち合わせていないために生じる諸問題

を解決するため、平成15年より、車いす利用者の身体機能・生活環境に配慮した座位

保持姿勢を提供できるよう、シーティング・クリニック（車いす適合サービス）を開始し

た。現在では入院から在宅までの一貫した車いす適合サービスの構築を目指してい

る。その取り組みにおける問題点として、各々の事業所の体制や制度の違いにより、

車いす適合サービスの質が異なってしまうことがあげられる。

【２．症例紹介】

　70歳・男性。脳出血による左片麻痺例。回復期リハビリテーション病棟から介護老人

保健施設を経て在宅へと生活の場を移された。回復期病棟では車いす適合の際、モ

ジュラー車いすを用いたが、老健では、普通型車いすで対応せざるを得なかった。在

宅復帰の際には、介護保険制度を用い、回復期病棟で使用していた車いすの設定に

することができた。以下は各事業所におけるＯＴの対応と在宅での様子。

【３．病院のＯＴから老健のＯＴへの申し送り】

　普通型車いす適合後、ご本人と老健へ見学に行った。車いす駆動やトイレ動作の確

認をし、担当者へ報告した。使用していたモジュラー車いすの設定を申し送った。

【４．老健での経過と対応】

　老健入所中のＡＤＬは病院入院中と変化ないが、 駆動時の前滑りが著明。入所中に

賃貸マンションへの引っ越し案が浮上。決定前に家屋評価を実施し、退所が決定。再

度シーティングを含めた在宅設定実施した。

【５．老健退所３年後の在宅での様子】

　現在の福祉用具の使用状況：老健退所後と変化なし。ベッド、車いすをレンタル。P-

トイレは購入した。 現在の福祉用具の相談先：福祉用具貸与事業者が半年に一度訪

問し、修理・汚れ等で変更が必要であればその都度行ってもらっている。

講師御所属 永生病院


